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平成２４年度診療報酬改定について  

 

平 成 ２ ３ 年 １ ２ 月 ７ 日  

中央社会保険医療協議会  

 

本協議会は、医療経済実態調査の結果、賃金・物価の動向、薬価

調査及び材料価格調査の結果等を踏まえつつ、平成２４年度診療報

酬改定について審議を行ってきたところであるが、その結果を下記

の通り整理したので、厚生労働大臣に意見を申し述べる。  

 

記  

 

１．診療報酬改定を取り巻く状況について  

  第１８回医療経済実態調査によれば、病院の医業収支は精神

科病院を除き、全般的にやや上昇している。また、診療所の医

業収支は全般的にやや上昇している。  

 平成２２年度診療報酬改定以降の平成２２年度から平成２

３年度までの２年間における賃金・物価の動向については、人

事院勧告による賃金の動向は▲１．７％、消費者物価指数によ

る物価の動向は、本年 9 月までの消費者物価指数の実績を用い

た場合▲０．５％であった。  

  薬価調査の速報値による薬価の平均乖離率は約８．４％、材

料価格調査の速報値による特定保険医療材料価格の平均乖離率

は約７．７％であった。  

 

２．平成２４年度診療報酬改定について  

○ 我が国の医療は極めて厳しい状況に置かれており、国民・患

者が望む安心・安全で質の高い医療を受けられる環境を整えて

いくことは重要な課題である。  
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○ 社会保障審議会医療保険部会及び医療部会においてとりまと

められた「平成２４年度診療報酬改定の基本方針」（以下「基本

方針」という。）では、重点的に取り組む課題として、病院勤務

医等の負担の大きな医療従事者の負担軽減を図ることや、医療

と介護の役割分担と連携の推進及び在宅医療等の充実を図るこ

とが示された。本協議会は、この基本方針の枠組みの中で、地

域の医療提供体制を確保するなど、国民皆が質の高い医療を受

け続けるための取組を真摯に進める。こうした基本認識につい

ては、支払側と診療側の意見の一致を見た。  

 

○ しかし、このような基本認識の下で、どのように平成２４年

度診療報酬改定に臨むべきであるかについては、次のような意

見の相違が見られた。  

まず、支払側は、景気や雇用情勢の悪化や賃金の低下など、

国民生活が厳しい状況にあり、また、医療保険財政も急速に悪

化している一方で、医療機関の経営状況は概ね安定的に推移し

ていること等を踏まえれば、患者負担や保険料負担の増加につ

ながる診療報酬全体（ネット）の引き上げを行うことは、とう

てい国民の理解と納得が得られず、財源を効率的かつ効果的に

配分すべきであるとの意見であった。  

一方、診療側は、平成１４年度改定から平成２０年度改定ま

での全体（ネット）マイナス改定により、急性期医療を引き受

ける大規模病院、地域医療を支える中小病院や一般診療所、歯

科診療所、薬局の経営はなお不安定で、前回の全体（ネット）

プラス改定のみでは不十分であり、また、国際的に見て我が国

の税と保険料を併せた国民負担は低く、引き上げる余地があり、

医療機関の経営が厳しい状況にある中で、国民の生命及び健康

を守るために、診療報酬の引き上げによる医療費全体（ネット）

での底上げを行うべきであるとの意見であった。  
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○ 本協議会は、社会保険医療協議会法でその組織構成や、審議・

答申事項等を規定された法定の審議会である。  

  行政刷新会議の提言型政策仕分けなど財政的観点から、診療

報酬本体について据え置きや抑制を求める意見があることも承

知している。本協議会は、これまで医療保険制度を構成する当

事者である支払側委員、診療側委員、公益委員が、医療の実態

や保険財政等の状況を十分考慮しつつ、国民・患者が望む安心・

安全で質の高い医療を受けられる環境を整えるために真摯な議

論を積み重ねることにより、診療報酬改定の責任を果たしてき

た。  

今後とも、本協議会に与えられた責任を果たすため、支払側

委員、診療側委員、公益委員がそれぞれの立場から我が国の医

療を議論し、国民・患者が望む安心・安全で質の高い医療を受

けられる環境を整備していく。  

 

○ 本協議会としては、基本方針の実現に向けた診療報酬改定の

具体的検討を行う所存である。厚生労働大臣におかれては、こ

れまでの本協議会の議論を踏まえ、平成２４年度予算編成に当

たって、診療報酬改定に係る改定率の設定に関し適切な対応を

求めるものである。 

 

○ また、東日本大震災からの復興をはじめ、我が国の医療が抱

える様々な課題を解決するためには、診療報酬のみならず、幅

広い医療施策が講じられることが必要であり、この点について

も十分な配慮が行われるよう望むものである。  


